
 税務相談会のお知らせ 

● 会員事業所情報 提供のご案内 ● 
会員皆さんのチラシやパンフレット等を｢商工会報｣発行時に配布いたします。 

 
 

 

 

         ● 配布するチラシ等は、事業所にてご用意下さい。 

         ● 配布先は、下関市商工会 全会員事業所です。(約1,100枚） 

         ● 年３回の｢商工会報｣発行時のみの配布(受付)となります。 

            ● 詳細は各支所へお問い合わせ下さい。 
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◆◆◆  相 談 会 日 程  (予定)  ◆◆◆ 

■豊田町支所： 平成28年03月22日(水)  午後2時～午後4時 

■豊浦町支所： 平成28年02月26日(金)  午後2時～午後4時 

■菊川町支所： 平成28年03月22日(水)  午後2時～午後4時 

■豊北町支所： 平成28年02月25日(木)  午後1時～午後3時 
 

・・・ 詳細は各支所にお問い合わせ下さい ・・・ 

 

 

 
 

 

年が明ければ、まもなく確定申告の時期を迎えます。 

本年度も商工会各支所では税理士を招聘して税務相談会 

(決算・所得税・消費税ほか税務全般)を開催いたします。 

ご希望の方は商工会各支所までお申し込み下さい。 

支所によって日程・時間帯が違いますのでご注意下さい。 

 

 

 

  相談時 ご持参いただくもの 

 

■前年度 (平成26年) の申告書・決算書 

■税務署から送付された 平成27年の決算書・申告書・消費税申告書 (対象者のみ) 

■年金受給・給与所得がある方  それぞれの源泉徴収票 

■社会保険証明書 国民健康保険料、国民年金、国民年金基金、健康保険、厚生年金 

■減価償却資産    建物、建物付属設備、構築物、機械、車両運搬具、工具器具・備品 

         で平成27年１月１日～12月31日の間に取得し、その価格が10万 

         円以上のもの ～ 取得価格・下取り価格が確認できる契約書 

■各種証明書       生命保険証明書 (一般生命・介護医療・個人年金)、地震保険証明書、 

           小規模企業共済証明書 

会  報 
下関市商工会 083-772-0625 

豊浦町支所 083-772-0625 

豊北町支所 083-782-0147 

豊田町支所 083-766-1119 

菊川町支所 083-287-0204 

あらゆるニーズに対応します 

お知らせ 

●今後も会報で実施事業の 
周知および各種改正等のお
知らせをします。 

●年間に３回の会報発行を
予定しています。 
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発行日 
平成27年12月28日 

下関市商工会は 

 １２月１５日、京都 清水寺で森清範 （もり せいはん） 貫主が揮毫した、その年の世相

を一字の漢字で表現する 「今年の漢字」 が発表されました。 今年の漢字に選ばれた

のは 『安』 でした。皆様の予想はいかがでしたでしょうか。 安が選ばれた理由が 「安

心」の安ではなく、「不安」の安ということでした。 安全保障関連法を巡る議論の高まり

や、テロや自然災害で世界各地で人々の安心が脅かざる事態が続いたこと、建築偽

装問題やメーカーの不正が発覚した問題で住環境に対する不信感や不安が募った

ことが安が選ばれた理由であり、『来年こそは安心した安全なる社会を作っていこう』  

という願いから描かれています。  この後には 「爆」 「戦」 「結」 「五」 と続きました。  『爆』 

といえば外国人観光客の 「爆買い」、 『戦』 といえば戦後７０年の節目などから入りまし

た。 これから迎える新年が明るい年になることを願ってやみません。     

              さて、税に話を戻しますが、１２月１６日に２０１７年（平成２９年） ４月の消費税率１０％

への引き上げと同時に軽減税率を導入することを盛り込んだ 「２８年度税制改正大

綱」が決定されました。大綱では 「経済の好循環を確実なものにする為、税制におい

ても企業が収益力を高め、前向きな国内投資や賃金引上げにより積極的に取り組ん

でいくよう促していく必要がある」 としたうえで方針が打ち出されています。 また、消費

税率の引き上げに合わせて、対象を酒類と外食を除く飲食料品全般を主な対象に

８％の軽減税率制度導入が定められました。 しかし、何といいましても中小・小規模事

業者にとって消費税の複数税率化は、対象品目の仕分け、レジの改造や取り替え、申

告納税事務の手間といった負担が増加します。 また、店頭での混乱等、様々な影響

を及ぼすことが予想され、今後も軽減税率制度導入には見直しを含め、慎重に審議

していただきたいものです。 

  同封しております新年１月２９日の会員親睦交流会のご案内ですが、会員が一堂

に会する絶好の機会です。 積極的なご参加をお待ちしています。 

   最後になりましたが、会員の皆様、ご家族の皆様のご健康ご多幸を祈念し年末のご

挨拶とさせていただきます。 

  では､皆様良い年をお迎え下さい。 

 

年末のご挨拶 会長   杉井 幸太郎 
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■共済情報 

小規模企業の個人事業主が事業を廃止した場合や会社等の役員が役員を退職した場合など、第

一線を退いたときに、それまで積み立ててこられた掛金に応じた共済金をお受け取りになれる

共済制度です。 

小規模企業共済制度の加入対象者の範囲が拡大されました 
 

「小規模企業共済法施行令」が改正され、「宿泊業」と「娯楽業」につ

いて、小規模企業共済制度の加入対象者の範囲が拡大されました。 
 

 
 

 平成２６年４月１日からは、常時使用する従業員が６人以上２０人以

下の「宿泊業」または「娯楽業」を営む方（個人事業主、共同経営者、

会社の役員）も、小規模企業共済制度にご加入いただけます。 

平成26年3月31日まで 

 （従来の加入資格） 

常時使用する従業員数が５人以下の個人事業主、 

(※)共同経営者または会社の役員 

平成26年4月1日から 

 （新しい加入資格） 

常時使用する従業員数が20人以下の個人事業主、 

(※)共同経営者または会社の役員 

「宿泊業」と「娯楽業」の小規模企業共済の加入資格について 

※ 共同経営者は、個人事業主１人につき２人まで。 

 

    

 

 

Page 3 

■労働情報  ◇◇◇ 山口県の最低賃金 ◇◇◇ 

  山口県で適用される最低賃金は、現在、次のとおり決定されています。常用・臨時・パート・アルバイトな

どの雇用形態や呼称の如何を問わずすべての労働者に適用されます。派遣労働者には、派遣先の事業に適用さ

れる最低賃金が適用になります。 

 使用者は、この最低賃金より低い賃金で労働者を使用することはできませんのでご注意下さい。 

最低賃金の名称  
最低賃金 特定（産業別）最低賃金から適用除外され、山口県最低賃金が適用されるもの 

１ 時 間 適用除外業種 適用除外者及び適用除外業務 

特 

定 

（

 

産 

業 

別 

） 

最 

低 

賃 

金 

 鉄鋼業、非鉄金属 

 製錬・精製業、非 

 鉄金属・同合金圧 

 延業、非鉄金属素 

 形材製造業    

８６７円 

 

 

 

 

 

27.12.15  

◇高炉による製鉄業 

◇非鉄金属素形材製造業 

 のうちの非鉄金属鍛造 

 品製造業 

◇１８歳未満又は６５歳以上の者 

◇雇入れ後６月未満の者であって、技能習得中のもの 

◇清掃、片付け又は炊事の業務に主として従事する者 

◇手作業による洗浄、包装又は箱詰めの業務に主とし 

 て従事する者 

◇倉庫番又は場内整理の業務に主として従事する者 

 電子部品・デバイ 

 ス・電子回路、電 

 気機械器具、情報 

 通信機械器具製造業 

７９３円 

◇自動車用ワイヤハーネ 

 ス製造業 

◇民生用電気機械器具製 

 造業 

◇医療用計測器製造業 

 （ただし、心電計製造 

 業は特定（産業別）最 

 低賃金の適用有り。） 

◇１８歳未満又は６５歳以上の者 

◇雇入れ後６月未満の者であって、技能習得中のもの 

◇清掃又は片付けの業務に主として従事する者 

◇手作業による包装、箱詰め、選別、検数、捺印、 

 値札付け又は洗浄の業務に主として従事する者 

 輸送用機械器具製 

 造業 
８３８円 

◇航空機・同附属品製 

 造業 

◇産業用運搬車両・同部 

 分品・附属品製造業 

◇その他の輸送用機械器 

 具製造業（ただし、自 

 転車・同部分品製造業 

 は特定（産業別）最低 

 賃金の適用有り。） 

◇１８歳未満又は６５歳以上の者 

◇雇入れ後６月未満の者であって、技能習得中のもの 

◇清掃、片付け又は炊事の業務に主として従事する者 

◇手作業により又は手工具、小型手持動力機若しくは 

 小型機械を用いて行うかしめ、簡易な組立、レッテ 

 ル貼り、電線切断又は簡易な部分品の検査の業務に 

 主として従事する者 

◇手工具又は小型手持動力機を用いて行う簡易なバリ 

 取り又は面取りの業務に主として従事する者 

◇手作業による包装、箱詰め、シーリング、マスキン 

 グ、塗布又は部分品若しくは材料の接着、仕分け若 

 しくは取りそろえの業務に主として従事する者 

 百貨店，総合 

 スーパー 
７５７円   

◇１８歳未満又は６５歳以上の者 

◇雇入れ後６月未満の者であって、技能習得中のもの 

◇清掃、片付け又は炊事の業務に主として従事する者 

効  力  

発生の日 

最低賃金の名称  
最低賃金 効  力 

発生の日 １時間 

山口県最低賃金 ７３１円 27.10. 1 

 ○山口県最低賃金は、山口県内の事業場で働くすべての労働者に 

   適用されます。 

 ○下記の産業で働く労働者にはそれぞれの特定（産業別）最低賃 

   金が適用されます。 

マイナンバーの導入に際し、事業者の皆さんは、社会保障や税の手続きのため、従業

員の方々からマイナンバーを取得し、適切に管理・保管する必要があります。 

〈担当者の明確化と番号の取得〉 
■マイナンバーを扱う人を、あらかじめ決めておきましょう。（給料や社会保険を扱っている人など） 

■マイナンバーを従業員から取得する際には、利用目的を伝えましょう。（源泉徴収票作成・健康保険、厚生年金保険届出・

雇用保険届出） 

■マイナンバーを従業員から取得する際には、番号が間違っていないかの確認と身元の確認が必要です。①顔写真の付いてい

る「個人番号カード」か、マイナンバーが書いてある「通知カード」と「運転免許証」などで確認を行いましょう。 

〈マイナンバーの保管・管理〉 
■マイナンバーが記載された書類は、カギがかかる棚や引き出しに大切に保管するようにしましょう。無理にパソコンを購入

する必要はありません。 

■パソコンがインターネットに接続されている場合は、ウイルス対策ソフトを最新版に更新するなどセキュリティ対策を行い

ましょう。 

■従業員の退職や契約の終了などでマイナンバーが必要なくなったら、細かく裁断するなどマイナンバーの書いてある書類を


